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1.　はじめに

　本報告は、国際協力銀行（JBIC）が実施するインドネシア共和国「環境モニタリング改善事業」に係る援助効果促進調査（SAPS）（委託先：国立大学法人広島大学と株式会社三菱総合研究所の共同企業体、団長：松岡俊二）として行った、インドネシアの河川水質汚濁対策を中心とした環境政策の実施状況に関する現地調査に基づき、途上国における環境政策の実施能力とは何か、について考察するものである。
調査対象とした州については、社会経済状況や地理的状況等を勘案した上、ランプン州（スマトラ島）、南スラウェシ州（スラウェシ島）、東ジャワ州（ジャワ島）とした。これら3州を対象に、社会的能力アセスメント（SCA）手法を応用し（Matsuoka 2007）、政府・企業・市民組織という3つの社会的アクター（social actor）から構成されたRound Table（RT、地方レベル）を組織した。また、中央において地方の取り組みを支援するための制度・政策形成を議論するSteering Committee（ST、中央レベル）を、環境省（KLH）、内務省（DHA）、3州環境管理局（Bapedalda）、インドネシア商工会議所（KADIN）、インドネシア大学（UI）などから組織した。なお対象とする環境問題・環境政策は、インドネシア環境問題の現状と人々への影響の大きさを考え、またRTおよびSTにおける議論を踏まえ、河川の水質汚濁対策とした。
2006年11月から2007年7月にかけて5回のRTおよびSTを実施し（準備会およびフィードバック・セミナーを含む）、こうしたRT-ST方式による多様な社会的アクター参加型の社会的環境管理能力アセスメントを実施し、インドネシアの河川の水質汚濁対策の現状を評価・分析し、その改善方向について検討した。最後に、こうした評価分析を踏まえ、今後の日本の環境協力にあり方についてどのような示唆が得られるのかについて考察した。
2.　インドネシアにおける社会的環境管理システムの形成

インドネシアの社会的環境管理システムに係る法制度整備や組織整備は、スハルト開発独裁体制のもとで1980年代から形成されてきた（1982年・環境管理基本法制定、1983年・人口環境省設置、1988年・産業排水基準および大気環境基準公布、1990年・Bapedal・環境影響評価庁設置、1994年・環境省設置、1997年・新環境管理法制定など）。このような中央集権的環境管理システムの形成の下で、一定の環境対策や環境モニタリングおよび情報公開が、1990年代より実施されるようになってきた（1989年・PROKASIH開始、1992年・ブルースカイ・プログラム開始、1993年・環境影響評価政令およびPROPER PROKASIH開始など）。
このように1990年代中頃は、インドネシアの社会的環境管理システムの形成において、システム形成期（system making stage）の最終段階であったと考えられる。なお、システム形成期は法制度整
備、行政組織整備、情報公開という3つのステップにより構成されると考えられる（松岡･朽木 2003）。

しかし、1997年のアジア通貨危機と経済危機、さらには、その後の政治危機とスハルト体制の崩壊(1998年)により、急激な地方分権化（1999年分権化2法と2001年1月実施）による分権型環境管理システムへと移行することになった。このことは2002年のBapedalと環境省との統合なども含め、現在のインドネシアは、社会的環境管理システムの再形成期にあると考えられる。

現在のインドネシアの地方行政制度は、33の州（Province）と約440の県･市（Kabupaten/Kota）という2層構造であり、環境行政など多くの行政権限は国から、州政府を飛び越えて、県･市へ移譲された。2004年の分権化2法の改正により、州政府による県・市への調整権限や監督権限が明記されたものの、教育・福祉・保健・環境などの基本的な公共サービスの提供主体は県･市である。河川水質対策を規定しているのは2001年政令第82号であるが、分権化2法（2004年改正法）と2001年政令第82号により河川の水質管理（排水許可証の発行、排水規制や水質モニタリング）の基本的権限は、県・市政府が担うこととなっている。

3.　分権型環境管理システムの評価

現在のインドネシアの水質対策は、県・市が排水（排出）規制や環境影響評価（AMDAL）などの直接規制（CAC）を担い、州政府（PROKASIHやSUPERKASIH）や中央政府（環境省、PROPERやADIPURA）は自主的手法（VA）を担っている。しかし、県･市は直接規制への理解が十分でなく、環境政策を有効に実施する能力に欠けている。

例えば南スラウェシ州の州都・マッカサル市では、市内の887事業所のうち環境影響評価（AMDAL）対象が424事業所であり、ポストAMDALの環境報告書を6ヶ月に1回、市環境管理局（Bapedalda）に提出しているのは131事業所だけである（2007年5月11日、マッカサル市環境管理局へのインタビュー調査による）。2001年政令第82号に基づく3ヵ月に1回の水質検査報告は、市が排水ライセンスの発行を行っていないので実施されていない。

また東ジャワ州の州都・スラバヤ市内には約1,600社の企業があるが、AMDALに基づき環境報告を定期的に市に報告しているのは、約100社であり、政令第82号に基づく水質検査報告は行われていない（2007年5月14日、スラバヤ市環境管理局へのインタビュー調査による）。この状況に対して、東ジャワ州では一部の県・市と州政府が協定（MOU）を結び、県・市が行うべき排水ライセンスの発行を州政府が代替している（2007年5月14日、東ジャワ州環境管理局（Bapedal）へのインタビュー調査による）。

2001年政令第82号において、県・市は州政府の下に河川水質モニタリングを行うことになっている（第13条）が、現在のほとんどの県･市には環境ラボがないため、実際の河川水質モニタリングは、州環境管理局の責任で行われている。しかし、現在の水環境モニタリングは環境政策との有機的連携が欠けるため、何のためにモニタリングをしているのか、モニタリング・データをどのように政策に生かすのかといったPDCAサイクルの基本的な連関を欠いている。

2001年政令第82号においては、河川の水質モニタリングは最低半年に1回と規定されており（第13条）、実際に南スラウェシ州では年2回しか計測していない。ただし、ランプン州および東スラバヤ州は、月1回の水質モニタリングを実施している。しかし、BOD値やCOD値が上昇したとき、本来、低下すべきDO値も上昇を示しているなど、水質モニタリング・データの信頼性は低い。何よりもサンプリングの時間が一定していないため、水質の時系列分析を行い、汚染が改善しているのか、深刻化しているのかといった基本的判断を下すことが困難である。

4.　環境政策の実施能力強化の方向
インドネシアの水質管理システムを稼動させるため、以下のような改善方向が考えられる。

(1)水質汚濁対策に関連する様々な政策や規制を整理し、確実に実施すべき政策項目と政策対象を簡易かつ明確にする（環境省による水質汚濁対策マニュアルの作成）。
例えば、2001年政令第82号・第23条で規定され、州および県・市が最低5年に1回実施すべきとされている河川の環境容量調査などは、日本においても実施困難な課題である。こうした実施困難でかつ水質規制実施には必ずしも必要のない条項は当面実施しなくてもよい項目として整理すべきである。反対に、第24条における県・市への排出課徴金の支払い規定や第35条・第40条における県･市による排出許可証の発行といった権限は、県･市の規制実施において有力な政策手段となるものであり、本格的規制実施へのマニュアルを整備すべきである。

また、事業者から行政への水質報告という点では、現在、3ヶ月、6ヶ月、1年という様々な報告サイクルが錯綜しており、こうしたサイクルの統一・簡略化を図るべきである。たとえば、2001年政令第82号・第34条に基づく事業者による県･市への3ヶ月に1度の水質検査報告、AMDALに基づき6ヶ月に1度、県･市に提出されるポストAMDALプロセスとしての環境報告書（水質も含む複数項目）、州政府の行っているPROKASIH、SUPERKASIHなどによる3ヶ月から6ヶ月に一度の水質報告、環境省（KLH）のPROPERに基づく年1回の報告（水質、大気、廃棄物、環境影響評価、コミュニティ開発）などがある。
さらに2001年政令第82号は、全ての事業者に、水質検査の報告義務を課しているが、こうしたことは中小零細事業者には不可能である。水質行政の効果的実施という観点からも、環境影響の大きな事業者に限るべきである。例えば、日本の瀬戸内海の総量規制のように1日50ｍ3以上とする、あるいはAMDAL対象事業をとするなどの基準設定が考えられる。

(2)州政府と県・市との合意（MOU）に基づき、一定期間（5年程度）、州政府あるいは州政府と県・市と共同で直接規制を実施する。その後、 県・市の能力形成を踏まえつつ、県・市へ規制権限を移行させる(内務省・環境省によるガイドラインの作成）。

(3)現状では、県・市が州政府と協力・協調するメリットがあるとはいえないため、州環境局の能力強化が重要である。財政面および人員面の強化、Deconcentration Fundの活用、環境省職員と州環境局（大きな市・Kotaも含め）職員との交流人事を推進する。

(4)州Bapedaldaへの財源配分においては、Priority基準（汚染の状況の深刻な地域）およびPerformance基準（汚染対策に努力し、成果を出そうとしている州）を重視する。

(5)汚染の状況を正確に知るために科学的で信頼性のあるモニタリング・データが必要であり、そのためには、サンプリング時間の一定化、十分な精度管理による分析データの蓄積が必要である（環境省/EMCによるモニタリング・ガイドラインの作成）。

5.　日本の環境協力について

　この調査研究の対象としたJBIC・RMCD（Regional Monitoring Capacity Development）プロジェクトは、インドネシアの工業化にともなう環境汚染に対処するため、地方における環境モニタリング能力の強化を目的とし、環境影響評価庁（Bapedal、現・環境省KLH）を実施機関として、1994年に29.35億円のL/Aが結ばれ、2001年に融資が完了した。RMCD事業は、水質モニタリング機材（14州39ラボ）、大気質モニタリング機材（14州26ラボ）、大気質移動測定車（15州15ラボ）、ラボ職員の研修（245名）、モニタリング・ガイドライン作成という5つのコンポーネントより構成されていた。このRMCD事業は、オーストラリア援助庁（AusAID）と協調して実施され、AusAIDは14州以外の州の21ラボに対して水質モニタリング機材設置の援助をおこなった。
　同じ時期に、インドネシアの環境モニタリング能力の強化に関し、日本は無償資金協力および技術協力を行っている。1993年には、ジャカルタ市郊外にナショナル・レファレンス・ラボとして、当時のBapedalの下に環境管理センター（EMC: Environmental Management Center）が、27億円の無償資金協力により建設された。さらに、このEMCに対して、JICAの技術協力プロジェクト（機材供与分3億円）が1993年1月から2000年3月にかけて実施された。JICAのEMC事業は、その後、フォローアップ事業を経て、北スマトラ州を対象とした“Strengthening Decentralized Environmental Management System (DEMS) Project”として展開し、技術協力プロジェクト（機材供与分1億1355万円）として2002年7月から2006年6月にかけて実施された。
　このように日本のインドネシアへの環境協力（Brown Issue分野）は、1980年代以降のインドネシアの工業化の進展とそれに伴う水質汚濁や大気汚染の深刻化という環境問題に対する、スハルト開発独裁下における上からの環境管理システムの構築（1990年・Bapedal・環境影響評価庁設置、1994年・環境省設置、1989年・PROKASIH開始、1992年・ブルースカイ・プログラム開始、1993年・環境影響評価政令およびPROPER PROKASIH開始など）という動きに呼応する形で進展し、環境管理能力の中でも水質モニタリングなどの環境モニタリング能力の形成支援に焦点を当てたものであった。
　筆者らはJICA・2002年度・特定テーマ評価「環境分野」第三者評価において、インドネシア、タイ、中国、メキシコを対象とし、途上国における「社会的環境管理能力の形成」という観点から、JICA環境センター・アプローチにつき評価したところである（国際開発学会環境ODA評価研究会2003）。
　環境センター・アプローチ評価において、筆者らは、環境モニタリング能力は環境管理能力の有力な構成要素であることはもちろんだが、あくまでも一構成要素であり、環境政策や環境行政体系との有機的な連携が必要であり、環境政策の実施能力や環境行政組織の能力強化なしに、環境モニタリング能力だけを強化するということは困難であるということを指摘した。こうした指摘は、JBIC・RMCDプロジェクトにも基本的に当てはまるものと考えられる。以下の4点は、今回の調査研究の結果と従来の筆者の研究結果を踏まえて得られた日本の今後の環境協力への主要な示唆・教訓である。
(1)環境モニタリング技術という環境管理能力の一部の要素にのみ焦点を当てた環境協力は、モニタリング技術能力の形成という点だけでみても持続性が乏しいものであったといわざるを得ない。

(2)環境政策の実施強化と結びつかないモニタリングは意味がなく、制度形成と結びつかない技術移転やキャパシティ・ディベロップメントのインパクトや持続性は低い。有効な環境協力となるためには、環境政策の実施環境を整える制度形成と政策実施を担う組織能力の形成を連関させたアプローチが不可欠であろう。

(3)今後、日本がインドネシアで新たな環境協力を展開する際は、こうした制度変化と組織能力の形成、さらには政府部門以外の企業、市民社会組織などの社会的能力の形成を視野に入れた援助アプローチを採用することが必要である。

(4)またこうしたオーナーシップに問題のある途上国への環境協力においては、環境問題に対処するオーナーシップの形成のため、環境問題だけでなく他の開発課題との関連性や、クロス・セクション（セクター）的アプローチを検討することも重要であろう。
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